
 2014年度研究・知財戦略機構　自己点検・評価報告書

第１章　理念・目的

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）付属機関等の理念・目的は適切に設定されているか
a ◎高等教育機関として大学が追及すべ

き目的（建学の精神，教育理念，使命）
を踏まえて、当該付属機関・委員会の
理念・目的を設定していること。
　　　　　　　　　　　　　　【約５００字】

　研究・知財戦略機構（以下｢機構｣という。）は，世界のトップユ
ニバーシティを目指す本学において世界的水準の研究を推進するた
め，重点領域を定めて研究拠点の育成を図り，研究の国際化を推進
するとともに，その成果を広く社会に還元することを目的とする
【1-31-1】。
　研究活動を戦略的に進め，研究環境の重点的整備の推進を任務と
する研究企画推進本部を設置しており【1-31-2】，戦略的な研究組
織として，特別推進研究インスティテュート及び研究クラスターを
設置している【1-31-3】。また，社会貢献活動に関しては，研究活
用知財本部を中心として，幅広く地域及び産官学連携活動を行う
【1-31-4】とともに，これらの連携に関する体制整備のほか関係校
規，各種ポリシー等の整備を行っている【1-31-5，1-31-6】。

　機構の設置により,
この下で主に戦略的な
研究活動を支援・推進
する研究企画推進本部
と，産官学連携による
共同研究及び受託研究
を推進し，創出された
研究成果等の知的財産
等を社会に広く還元す
る研究活用知財本部の
両本部体制が整備さ
れ,研究支援制度等を
充実させたことによ
り,外部研究資金の獲
得増につなげており，
機構の目的・理念を明
確化している。
　機構正副本部長連絡
会を設置したことによ
り。両本部の有機的連
携，情報共有及び意思
疎通を図り，連携を密
にした【1-31-7】。

　社会的評価，特色，
研究力等の検証につい
ては，外部資金の獲得
状況の推移を指標とし
て判断しているが，本
学の特色や研究力とい
う面での検証方法は難
しく，検討をすすめて
いる段階である。

　研究企画推進本部と
研究活用知財本部との
有機的連携によって相
乗効果を高めるために
は，本学で社会的に注
目を集める個性的かつ
未来志向の研究を多く
実施することが課題で
ある。また，産官学連
携を積極的に行うため
にも,より一層，魅力
的な研究成果を数多く
創出する活動及び体制
構築に注力する必要が
ある。両本部が密に連
携を図るために，今後
も定期的に正副本部長
連絡会を開催してい
く。

　関連内規等の整備を
進めて，機構としての
研究活動の評価体制を
確立していく。

　機構の目的である世
界的水準の研究を推進
し，重点領域を定めて
研究拠点の育成を図
り，研究の国際化を進
めていくために，特別
推進研究インスティ
テュート，研究クラス
ター等の研究拠点の運
営体制を効果的に支援
していく。

1-31-1 明治大学研
究・知財戦略機構規程
1-31-2 明治大学研究
企画推進本部規程
1-31-3 研究クラス
ターに関する要綱
1-31-4 明治大学研究
活用知財本部規程
1-31-5『明治大学の研
究－明治大学研究年報
2014－』
1-31-6 機構ホーム
ページ
http://www.meiji.ac.
jp/osri/index.html
1-31-7 明治大学研
究・知財戦略機構正副
本部長連絡会運営内規

b ●当該付属機関・委員会の理念・目的
は、建学の精神、目指すべき方向性等
を明らかにしているか。
　　　　　　　　　　　　　　【約１００字】

　機構は，2005年5月の設立以来，その目的である世界的水準の研
究，本学の特長及び強みを活かした個性的な研究，研究の国際化等
を推進するため，研究体制及びそれらの支援体制の整備に取り組ん
でいる。

　機構付属研究機関・
施設等連絡会を設置し
【1-31-8】，年2回定
期的に開催している。
相互の情報交換・連絡
調整，連携を密にし，
共同研究の構想等につ
いて検討した。

　機構付属研究機関・
施設等連絡会を引き続
き定期的に開催してい
くとともに，この他で
も交流の機会を設ける
など，コラボレーショ
ンをめざしていく。

1-31-8 明治大学研
究・知財戦略機構付属
研究機関・施設等連絡
会運営内規

（２）付属機関等の理念・目的が，教職員及び学生に周知され社会に公表しているか
ａ ◎公的な刊行物、ホームページ等に

よって、教職員・学生、受験生を含む社
会一般に対して､当該大学・学部・研究
科の理念・目的を周知・公表しているこ
と　　　　【約１５０字】

　機構の理念・目的は校規として規程化しており，本学の研究体
制，各種ポリシー等は大学のウェブサイト等で公開している【1-
31-6】。目標等は，年度計画書等に記載しており，研究年報【1-
31-5】及びウェブサイト等を通じて学外に向けて広く周知してい
る。

　

　機構のウェブサイト
において，付属研究機
関・施設，研究クラス
ターの海外発信向け
ページを増やすなど英
語版を充実させ，研究
の国際化に対応した。
研究年報については，
レイアウトや構成等を
工夫することにより，
一般の方にもより一読
しやすいものとなった
こともあり，来校者へ
の配布部数が前年度を
大きく上回った。

　機構のウェブサイト
は，さらに英語版の内
容を増やすとともに，
中国語・韓国語など他
の言語版の作成も視野
に入れて充実を図って
いく。また，研究年報
もビジュアル的に工夫
し，理念・目的をより
広く社会に訴えていく
ものとする。

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を評価する項
目です。

評価

Alt＋Enterで箇条書きに

発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目
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第１章　理念・目的

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を評価する項
目です。

評価

Alt＋Enterで箇条書きに

発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「改善を要する点」に対する発展計画「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

（３）付属機関等の理念・目的の適切性について定期的に検証を行っているか
a ●理念・目的の適切性を検証するに当

たり、責任主体・組織、権限、手続きを
明確にしているか。また、その検証プロ
セスを適切に機能させているか。
　　　　　　　　　　　　　　【約３００字】

　機構会議のほか,機構の下に設置されている研究企画推進本部及
び研究活用知財本部の会議において検証するとともに，次年度の年
度計画書を作成する過程において，得られた成果をもとに機構会議
執行部会でも検証している【1-31-9，1-31-10，1-31-11】。

　2014年度は，大学基
準協会による認証評価
の当該年度ということ
を鑑みて，機構会議執
行部会ではなく，機構
会議メンバー全体で慎
重に検証を行った。

　 　両本部の会議体に権
限を委譲するなど，よ
り機動的な開催が必要
であると思われ，綿密
な検証を行っていく方
途を検討する。専門部
会等でも日常的に検証
できる体制を整備する
など，より効果的・効
率的な検証体制を確立
していく。

1-31-9 研究・知財戦
略機構会議の執行部会
設置に関する申合せ
1-31-10 議決事項の委
任に関する申合せ
1-31-11 機構会議議事
録（2014年7月2日）

（Ⅰ-２）理念・目的に基づいた特色ある取り組み
　戦略的で機能的な研
究活動を今後も推進し
ていくために，研究プ
ロジェクトの活性化，
支援及び公募事業を継
続する等，更なる研究
組織体制の拡充を進め
ていくとともに，評価
体制も整備していく。
　この中でインスティ
テュートについても，
研究をいっそう活性化
し，よりレベルの高い
研究への誘因を与える
ために，外部資金の導
入を基本として，研究
成果の評価を定期的に
行い，あり方を検証し
ていく。

1-31-12 明治大学先端
数理科学インスティ
テュート設置要綱
1-31-13 明治大学バイ
オリソース研究国際イ
ンスティテュート設置
要綱
1-31-14 明治大学国際
総合研究所設置要綱
1-31-15 特定課題研究
ユニットに関する内規
1-31-16 明治大学黒耀
石研究センター要綱
1-31-17 明治大学植物
工場基盤技術センター
要綱
1-31-18 明治大学地域
産学連携研究センター
要綱

　本学の特色を生かした世界的水準の学術研究及び応用研究を推進
する研究組織として特別推進研究インスティテュートを設置してい
る。「先端数理科学インスティテュート（ＭＩＭＳ）」【1-31-
12】，「バイオリソース研究国際インスティテュート」【1-31-
13】，「国際総合研究所」【資料1-31-14】の３付属研究機関が稼
働している。また，インスティテュートへの昇格を目指して，今後
の発展が期待されるものとして選定された９つの研究クラスターが
積極的な研究活動等を展開している。さらに，研究クラスターを目
指して共同研究を推進している特定課題研究ユニットが80余あり，
本学の研究活動の個性化に寄与している【1-31-15】。
　機構の付属研究施設は，３施設ある。長野県長和町の「黒耀石研
究センター」は黒曜石研究の国際ネットワーク拠点を目指して，海
外の研究機関と連携を図るとともに，学外研究資金の獲得に向けた
活動を推進している【1-31-16】。経済産業省の補助金を受けて未
来型農業を志向した生田キャンパスの「植物工場基盤技術研究セン
ター」【1-31-17】。同じく経済産業省の整備費補助事業をもとに
生田に開設した「地域産学連携研究センター」は，川崎市をはじめ
とする神奈川県域の経済振興などを視野に入れた新産業・新事業の
創出に貢献すべく活動を展開している【1-31-18】。

　研究クラスターは，
2011年度開設の日本古
代学研究所，知的財産
法政策研究所及び野生
の科学研究所の３組織
体制であったが，選定
内規等を新たに制定し
て2013年度から公募を
毎年行い，特定課題研
究ユニットから６組織
（漆先端科学研究クラ
スター，生命機能マテ
リアル研究クラス
ター,再生可能エネル
ギー研究クラスター，
危機管理・コミュニ
ティ持続研究クラス
ター，ガスハイドレー
ト研究クラスター，国
際武器移転史研究クラ
スター）が昇格して，
独創的な研究活動を展
開している。
　ＭＩＭＳは2014年度
数学・数理科学分野
で，私学初の共同利
用・共同研究拠点とし
て認定された。また，
2015年1月にフランス
国立科学研究センター
(ＣＮＲＳ)等とのＧＤ
ＲＩ設立に関する研究
協定を締結して，国際
研究ネットワークを推
進した。
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第２章　教育研究組織

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）付属機関等の教育研究組織は，理念・目的に照らして適切なものであるか

（２）付属機関等の教育研究組織の適切性について，定期的に検証を行っているか
a ●教育研究組織の適切性を検証するにあ

たり，責任主体，・組織，権限，手続きを明
確にしているか。

●その検証プロセスを適切に機能させて，
改善に結びつけているか。
　【約500字】

　研究企画推進本部及び研究活用知財本部の両本部において,組織
の適切性について定期的に検証作業を行うとともに，次年度の年度
計画書を作成する過程において，得られた成果を踏まえて課題を抽
出している。活動評価等についても，定期的に開催される機構会
議，研究企画推進本部会議，研究活用知財本部会議等で議論するほ
か，年度計画書及び自己点検・評価報告書を作成・提出する段階
で，総合的に検証を行っている【2-31-15】。

　検証プロセス等で組
織内において重複する
部分もあり，より効率
的で迅速な運営が必要
である。

　両本部の会議体に権
限を委譲するなど，よ
り機動的な運用が必要
であり，綿密な検証活
動を行っていく。専門
部会や検証に係るＷＧ
を設置して柔軟に検証
できる体制としてい
く。

　より効果的・効率的
な検証体制の体系的整
備を行っていく。

2-31-15 機構会議議事
録(2014年7月2日)

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

　研究企画推進本部と
研究活用知財本部とが
有機的に連携して相乗
効果を挙げるための体
制は構築されつつある
が,魅力的な研究成果
を数多く創出する活動
を推進するため，両本
部がさらに密接に連携
を図り，所期の目的の
達成を目指していく必
要があり，この方策を
検討していく。また今
後，よりスムーズな運
営を目指して，内規や
運用ルール等を実態に
合わせて整備をすすめ
ていく。

2-31-1 明治大学研
究・知財戦略機構規程
2-31-2 明治大学デー
タ集
2-31-3 明治大学研究
企画推進本部規程
2-31-4 明治大学研究
活用知財本部規程
2-31-5 特定課題研究
ユニットに関する内規
2-31-6 研究クラス
ターに関する要綱
2-31-7『明治大学の研
究－明治大学研究年報
2014－』
2-31-8 明治大学先端
数理科学インスティ
テュート設置要綱
2-31-9 明治大学国際
総合研究所設置要綱
2-31-10 明治大学バイ
オリソース研究国際イ
ンスティテュート設置
要綱
2-31-11 明治大学黒耀
石研究センター要綱
2-31-12 明治大学植物
工場基盤技術研究セン
ター要綱
2-31-13 明治大学地域
産学連携研究センター
要綱
2-31-14 明治大学研
究・知財戦略機構付属
研究機関・施設等連絡
会運営内規

a ①教育研究組織の設置状況は理念・目的
に照らし，適切であるか。学術の進展や社
会の要請と教育との適合性について配慮
したものであるか。

●教育研究組織は，当該大学の理念・目
的を実現するためにふさわしいものである
か。
　【約３００字】

　研究・知財戦略機構は，世界的水準の研究を推進するため，重点
領域を定めて研究拠点の育成を図り，研究の国際化を推進するとと
もに，その成果を広く社会に還元することを目的に研究活動を展開
している【2-31-1】。本機構は，学長を機構長とする全学組織で，
研究・知財戦略の企画実践を任務とする教員が合計41名（特任教員
（任期付き専任教員）34名,客員教員7名）所属し【2-31-2 表9】，
さらに事務スタッフとして研究推進部（嘱託職員及び中野教育研究
支援事務室員も含む）の約80名が機構の運営を支えている。研究企
画推進本部及び研究活用知財本部が置かれ，前者は，研究活動を戦
略的に進め，研究環境の重点的整備を推進し，後者は幅広く地域・
産官学連携活動を行っている【2-31-3，2-31-4】。
　本機構は，研究を戦略的に推進するために必要な研究組織体制を
構築しており，系統的・段階的に「特定課題研究ユニット」【2-
31-5】，「研究クラスター」【2-31-6】，「特別推進研究インス
ティテュート」を設置している【2-31-7】。まず，本学と学内外の
研究者等が特定の研究課題に関わる共同研究等を推進するための期
限付きボトムアップ型の研究組織として「特定課題研究ユニット」
を80余設置している【2-31-7 18～20頁】。この中から，一定の条
件を満たし，今後の発展が期待されるものとして研究・知財戦略機
構が選定した期限付き研究組織が「研究クラスター」である。研究
クラスターには9組織が選定され，重点領域プロジェクトを推進し
ている。
　さらに，本学の特色を生かした世界的水準の学術研究及び応用研
究を推進する研究組織として，研究クラスターからの昇格等を軸に
した戦略的な「特別推進研究インスティテュート」を設置し，３付
属研究機関として「先端数理科学インスティテュート（ＭＩＭ
Ｓ）」【2-31-8】，「国際総合研究所」【2-31-9】，「バイオリ
ソース研究国際インスティテュート」【2-31-10】が稼働してい
る。
　機構の付属研究施設（センター）は3施設あり，「黒耀石研究セ
ンター」は黒曜石研究の国際ネットワーク拠点を目指して，海外の
研究機関と連携をし，地元・長和町とも連携実績を積み重ねている
【2-31-11】。「植物工場基盤技術研究センター」は，2009年度経
済産業省先進的植物工場施設整備補助金を受けて，私立大学では唯
一，全国8拠点の一つで未来型農業を志向して生田キャンパスに設
置され，大型研究なども含めた活動を推進している【2-31-12】。
また，同様に2010年経済産業省地域企業立地促進等共用施設整備費
補助事業の補助をもとに開設した「地域産学連携研究センター」
は，2012年度から本格的に稼働し，インキュベーション機能を中心
に川崎市をはじめとする神奈川県域の経済振興などを視野に入れた
新産業・新事業の創出に貢献すべく活動を展開している【2-31-
13】。

　学長を機構長とした
研究組織体制を確立し
たことにより，積極的
なリーダーシップの
下，全学的な観点から
研究体制の構築を図
り，時代の趨勢に応じ
て迅速かつ的確に対応
する事業計画を推進し
ている。また，両本部
の有機的連携，機構関
係役職者間の相互理
解，情報共有及び意思
疎通を図ることを改善
計画としていたが，相
互の構成員を委員に複
数名組み込むことによ
り，両本部の連携が
いっそう密となった。
また，機構の付属研究
機関及び施設の情報交
換等のために連絡会を
設置し年2回定期開催
した【2-31-14】。
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第３章　教員・教員組織

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）付属機関として求める教員像および教員組織の編制方針を明確に定めているか
a ●＜教員像と教員組織の編制方針＞

専門分野に関する能力，教育に対する姿
勢等，大学として求められる教員像を明ら
かにしたうえで，当該付属機関の理念・目
的を実現するために，教員組織の編制方
針を定めているか。また，その方針を教職
員で共有しているか。
　　　　　　　【約４００字】

　明治大学教員任用規程【3-31-1】，明治大学特任教員任用基準
【3-31-2】，明治大学客員教員任用基準【3-31-3】及び機構の関連
内規【3-31-4，3-31-5】等に基づき，学長方針に基づいて機構の事
業目的に沿った活動に従事し，事業活動の高度化を推進する教員組
織を編成している。
　事業活動の内容は，研究・知財戦略機構規程に規定されている
「研究の戦略的推進」，「研究環境の重点的整備」，「研究資金確
保のための活動」，「研究の国際化推進のための活動」，「研究面
における社会との連携活動」，「知的財産の創出，取得，管理及び
活用」等となっている【3-31-6】。
　機構では，より一層の研究活動の活性化を目指して，外部研究資
金を獲得できる教員の任用を進めている。

　特任教員・客員教員
による科学研究費助成
事業等の競争的資金及
び受託研究の獲得が外
部研究資金の大幅増加
につながっている【3-
31-7】。

　特任教員・客員教員
に対する研究環境をさ
らに整備して，外部研
究資金等の申請支援体
制を強化していく。日
本語を母国語としない
教員など，さまざまな
バックグラウンドを持
つ特任教員・客員教員
の支援体制としてい
く。

3-31-1 明治大学教員
任用規程
3-31-2 明治大学特任
教員任用基準
3-31-3 明治大学客員
教員任用基準
3-31-4 研究・知財戦
略機構における教員の
任用に関する内規
3-31-5「研究・知財戦
略機構における教員の
任用に関する内規」の
特任教員にかかわる資
格・審査に関する細則
3-31-6 明治大学研
究・知財戦略機構規程
3-31-7『明治大学の研
究－明治大学研究年報
2014－』

b ◎＜組織的な連携体制と責任の所在＞
組織的な教育を実施する上において必要
な役割分担，責任の所在を明確にしてい
ること。
　　　　　　　【約３００字】

　機構所属の教員は，各研究拠点リーダー等の責任の下，各自，専
門の研究分野を中心に役割分担して，研究活動を組織的に推進して
いる。

　毎年4月に前年度の
年次成果報告書及び成
果物の提出を義務付け
て，これを機構会議等
で報告している。研究
活動の評価を行うとと
もに次年度活動の活性
化を促している。ま
た，特任教員について
は，その研究成果を教
育に還元すべく，積極
的に学部・大学院の授
業等を担当している。

　各研究拠点リーダー
の責任の下ではなく
個々の研究テーマに基
づき活動している特任
教員について，研究成
果発表の機会を設ける
などモチベーションの
高揚に資する施策を講
じていく。

 

（２）付属機関等の教育課程に相応しい教員組織を整備しているか
教員の編制方針に沿った教員組織の整備
a ◎方針と教員組織の編制実態は整合性

がとれているか。
　　　　【６００～８００字】

　2015年4月時点で機構所属の教員は，第3号特任教員34名及び第4
号客員教員7名となっている【3-31-8表9】。今後もこの制度をより
一層有効的に活用するために，研究プロジェクトの規模と期間を熟
慮し，職務内容，処遇，研究スペースの確保などを含めて総合的に
検討していく。

　年度計画に基づく定
例の教員任用計画提出
後に研究計画の変更等
が急遽生じて，年度途
中での任用計画変更を
行うケースが多い。

　年度途中の任用計画
変更は，原則として外
部研究資金による特任
教員・客員教員の任用
で対処する。

　研究活動の進捗状況
等に応じて教員組織の
編成を柔軟に見直し，
体系的・戦略的な任用
としていく。

3-31-8 明治大学デー
タ集表9

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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第３章　教員・教員組織

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（３）教員の募集・採用・昇格は適切に行われているか
a ●＜規定に沿った教員人事の実施＞

教員の募集・採用・昇格について，基準，
手続を明文化し，その適切性・透明性を担
保するよう，取り組んでいるか。
　　　　　　　　　【４００字】

　特任教員・客員教員の任用に当たっては，大学の規程である明治
大学教員任用規程【3-31-1】，明治大学特任教員任用基準【3-31-
2】，明治大学客員教員任用基準【3-31-3】のほか，機構として関
連内規等を整備している【3-31-4，3-31-5】。これに基づき任用手
続をしており，学部等に準じて教員任用審査委員会を組織して審査
を行っている。

　特任教員の任期途中
の退任に伴う補充の意
味合いとしての任用の
際には，公募を行い，
当該研究プロジェクト
の推進に寄与する可能
性の高い人材を確保し
た。
幅広い研究分野にわた
る教員任用に対応して
いくために関連内規を
一部改正し，審査委員
を2名増員した。

　特任教員・客員教員
においても，当該研究
プロジェクトの性格に
応じて公募を行うな
ど，研究の国際化に鑑
みて国際公募も視野に
入れて同制度を確立す
る。

（４）教員の資質の向上を図るための方策を講じているか
教員の教育研究活動等の評価の実施
a ●教員の教育研究活動の業績を適切に

評価し，教育・研究活動の活性化に努め
ているか。
　　　　　　　　【４００字】

　教員の教育研究活動等の業績評価については，専任教員データ
ベース【3-1-9】を通じて各教員の研究活動，研究業績（論文・著
書・学会報告など）を公開することで，学内外の評価を受けるよう
に努め，常に充実した教員情報を公開するように取り組んでいる。
2014年度の業績は著書・論文1,256件,学会発表964件,展覧会・演奏
会・競技会等17件，研究課題・受託研究・科研費334件，受賞学術
賞42件となっている【3-1-6 表61】。学術情報のオープンアクセス
については，「機関リポジトリ」のシステムが普及しており，2014
年度末の段階で，約10,000件の論文が登録され，公開している【3-
1-10】。加えて，政財界，学界，法曹界などあらゆる分野で堅実に
実績を積み重ねるＯＢ・ＯＧの校友組織である「連合駿台会」によ
り，明治大学の学術研究上の特に優れた成果に対して，「連合駿台
会学術賞」,「連合駿台会学術奨励賞」を授与する制度があり，本
学教員の研究活動を客観的な視点から評価している【3-1-11】。こ
の他にも，専任教員には毎年，前年度に関する「特定個人研究報告
概要書」の提出を義務付け，1年間の研究業績についての報告を受
けている。また，機構の特任教員には年次成果報告書を提出を義務
付けている。

　専任教員データベー
スを構築し，「Oh-
o!Meijiシステム」を
通じて研究者自身がア
クセスして，常時デー
タを更新できる環境整
備を進めたことによ
り，2015年4月末現在
の業績入力率は
86.94％となり，蓄積
されたデータで各種統
計資料への提供が可能
になった。

　教員の教育研究活動
等の業績公開について
は，ウェブサイトの更
なる充実を図り，学内
外に向けてより効果的
な方策を研究企画推進
本部会議を中心に立案
していく。

3-31-9 専任教員デー
タベース
http://rwdb2.mind.me
iji.ac.jp/scripts/we
bsearch/
3-31-10 明治大学学術
成果リポジトリ
https://m-
repo.lib.meiji.ac.jp
/dspace/index.jsp
3-31-11 連合駿台会学
術賞・連合駿台会学術
奨励賞要綱

教員の資質向上のための研修・諸活動（ＦＤ）の実施状況とその有効性
b ●教育研究，その他の諸活動（※）に関す

る教員の資質向上を図るための研修等を
恒常的かつ適切に行っているか。

（※）社会貢献，管理業務などを含む『教
員』の資質向上のための活動。『授業』の
改善を意図した取組みについては，「基準
４」（３）教育方法で評価します。
　　　　　　　　【６００～８００字】

　研究推進部では，各学部教授会等と連携して，春季と秋季の年2
回，各教授会等の開催前後に科学研究費助成事業をはじめとした外
部研究資金申請の説明，各種研究費の使用方法，支援制度，検品制
度や研究倫理等の説明会を実施することで，専任教員への周知を
図っている【3-1-12】。その他，科研費使用方法のガイダンス，科
研費使用説明会を各キャンパスで年間延べ７回にわたり実施し，参
加者は約60名あった【3-1-13】。特に研究費の使用ルールについて
は，研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実
施基準），(独)日本学術振興会実地検査及び会計検査院実地検査に
おける指摘に対応すべく，検品室の設置をはじめ，これらの説明
会，ガイダンス等を実施することで，教員の理解・意識は向上して
おり，着実に指摘事項を解消できている。さらには，科学研究費助
成事業に関する学内セミナー，応募手続き説明会，研究計画調書の
書き方セミナーを各キャンパスで募集時期にあわせて開催した。ま
た，これらの説明会資料は大学のウェブサイト上に掲出し，特に
「研究計画調書の書き方セミナー」については，当該ページからセ
ミナー映像を閲覧可能にしており，欠席した者も確認ができるよう
にしている【3-1-14】。

 各種説明会，セミ
ナー等会を通じて，教
員による研究意欲は高
まっている。その一例
として，科研費助成事
業の採択状況はこの５
年間で，毎年度4月時
点の比較で,金額で約4
億8887万円から6億
2407万円，採択件数は
237件から277件と着実
に上昇しており，教員
の資質向上を表してい
る【3-1-15】。

　本学の更なる研究力
を向上させるために
も，全学部において申
請の裾野を広げ，専任
教員の申請率の向上を
目指して周知活動等を
進めていく。そのため
にも，学部等教授会と
の連携・協力体制をよ
り密にしながら，申請
書類の書き方，ブラッ
シュアップ等の支援策
を積極的に実施する。

3-31-12 教授会説明用
配布資料「研究知財事
務室からのお知らせ」
3-31-13 科学研究費助
成事業の使用に関する
説明会配布資料
3-31-14 科学研究費助
成事業　応募手続き説
明会「研究計画調書の
書き方セミナー」配布
資料
3-31-15 明治大学・科
研費応募・内定状況の
推移
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第７章　教育研究等環境

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育研究等環境の整備に関する方針を明確に定めているか
a ●　学生の学修，教員の教育研究の環境

整備に関わる方針を，当該大学の理念，
目的を踏まえて，定めているか。

大型の重点的な設備投資を検討し，関係機関等に要望し，本学の教
育研究環境を整えていく。
（１）駿河台キャンパス
　　本学における重点研究プロジェクト，研究成果活用促進セン
ター施設等の拠点のほか，都心型キャンパスの立地条件を活かし，
大学間連携，地方自治体，企業等との連携及び共同研究施設とし
て，2013年度から利用開始したグローバルフロントの有効的活用を
図る。
（２）生田キャンパス
　　本学の国際的な評価を高めることを目的として，自然科学分野
のより一層の活性化を推進していくため，共通性の高い装置・機器
等の効率的な配置・活用，外部資金による大型研究プロジェクト，
民間等との共同研究等を推進するための研究スペースの確保を進め
ていく。そのために，従来検討してきた「総合分析評価センター
（仮称）」構想を発展させ，新研究棟の建設とハイテク・リサー
チ・センターの改修・整備を柱とし，これらを一体的に運用する
「先端科学技術研究センター（仮称）」整備事業を推進する【7-
31-1】。 研究施設の機能の明確化，必要な整備の内容，運用の基
本的考え方等を整理している。
（３）中野キャンパス
　　先端研究の将来的な発展性，多様性等を考慮した十分な研究ス
ペース，ワークスペース及び社会連携と国際交流機能を視野に入れ
たコミュニケーションスペースの確保とともに，事務業務に必要な
要員を確保し，研究活動の推進体制を整備していく【7-31-2】。
（４）和泉キャンパス
　　研究棟の老朽化とともに研究スペースが不足している問題が懸
案であり，グランドデザインの中で研究の展開を検討するため合意
形成を図っていく。

　グローバルフロント
の共同研究室29室の利
用公募を毎年度5月頃
定期的に行い，公共
性・客観性を重視した
入居ルールのもと選定
を実施している。これ
は，外部資金獲得を前
提とした共同研究のた
めのスペースであり，
利用者が固定化しない
ように定期的に入れ替
わる運用ルールを設け
ている。このことで駿
河台キャンパスにおけ
る共同研究の環境は，
大幅に改善された【7-
31-3】。

　外部研究資金による
大型のプロジェクト，
民間との共同研究等を
行う研究スペースが著
しく不足している。こ
のため，研究の進展に
支障を来たしており，
大型の重点的な設備投
資が必要である。
　教育研究等環境の整
備に関する方針につい
て単年度，長中期に分
けた明確な方針の記述
がない。

　本学における研究活
動のさらなる活性化の
ために，同じ研究系又
は学際系の教員，学
生，研究員等が同じ場
所に結集して研究活
動，打合せ等ができる
スペースの確保等その
運用方法を立案してい
く。
　ハイテク・リサー
チ・センターの運用も
グローバルフロントと
同様の運用ルールとな
るよう働きかける。

　教育研究等環境の整
備に関する方針につい
て単年度，長中期に分
けて明確な方針を定
め，それに向けた計画
やスケジュールを示し
て実現に結びつけるよ
うに進めていく。

 それぞれの研究施設
の機能の明確化，必要
な整備の内容，運用の
基本的考え方等を整理
するとともに，現在，
生田キャンパスにおい
て検討している事業案
を大学全体の議論とし
て進めていくよう，コ
ンセンサスの形成等を
進めていく。

7-31-1「明治大学先端
科学技術研究センター
（仮称）」整備事業に
ついて（科学技術研究
所，2011年7月）
7-31-2 2014年度教
育・研究年度計画書
7-31-3 グローバルフ
ロント内共同研究室施
設管理・利用内規

（２）十分な校地・校舎および施設・設備を整備しているか
a ●　方針に沿って，施設・設備，機器・備品

を整備し，管理体制や衛生・安全を確保す
る体制を備えているか。

　駿河台・和泉・生田・中野の４キャンパスを中心に，それぞれの
校地・用地に必要な校舎・施設を配備し，また，ネットワーク環境
も十分な配慮をしている。

　理系学部が設置され
ている生田キャンパス
においては，生田安全
管理センターを設置し
たことにより，同キャ
ンパスにおける教職員
及び学生の安全を確保
し，教育研究環境の維
持・向上に寄与してい
る。

　グローバルフロント
共同研究室のセキュリ
ティ管理方法につい
て，利用者から意見等
が寄せられている。セ
キュリティの管理運営
方法の見直しが課題で
ある。

　生田以外のキャンパ
スにおいても，理系教
員が在籍しており，特
に中野キャンパスでは
理系の学部・研究科も
あるため安全管理セン
ターの設置等が必要で
あり，実現化してい
く。

　グローバルフロント
共同研究室の利用者の
利便性向上について，
今後も利用者等のヒア
リングを随時行ってい
く。

グローバルフロント共
同研究室のセキュリ
ティ等管理運営方法等
について見直してい
く。

７－２　図書館・学術情報サービス

（４）教育研究等を支援する環境や条件は適切に整備されているか
a ●　学生の学修，教員の教育研究の環境

整備に関わる方針に沿って，施設・設備，
機器・備品を整備し，管理体制を備えてい
るか。
●教育研究等環境の適切性を検証するに
あたり，責任主体，組織，権限，手続きを
明確にし，その検証プロセスを適切に機能
させ，改善につなげているか。

＜研究支援スタッフの整備＞
　本大学の研究支援は，その推進を図るため，ＲＡ，研究技術員，
補助研究員がスタッフとして従事している【7-31-4】。科学研究費
助成事業による研究，学外諸機関との共同研究及び外部から委託さ
れた受託研究並びにその他本大学が認めた研究の補助者として業務
を遂行している。また，学内で行われている研究プロジェクトを支
援するために，法人が給与等を支給するポスト・ドクターの雇用を
行っている【7-31-5】。

 　研究推進員及び研究
支援者等雇用者の管理
が一元管理となってお
らず，大学として手続
きも煩雑で分かりにく
い。
　法人が給与等を支給
するポスト・ドクター
の制度を戦略的に活用
するために，募集要項
等を随時見直して実態
に即したものに改善す
る余地がある。

  研究推進員及び研究
支援者について人事担
当部署での一元管理も
視野に入れて検討して
いく。
　法人が給与等を支給
するポスト・ドクター
の制度について予算措
置の恒常化を図り，適
正な人員・待遇等にす
ることにより，研究支
援体制を充実させる。

  研究の複雑高度化に
伴い,求められる研究
支援者も多様化が要求
されるため,同人材確
保のための情報収集と
予算措置の方策を講じ
ていく。

7-31-4 明治大学研究
推進員及び研究支援者
の採用等に関する規程
7-31-5 法人が給与等
を支給するポスト・ド
クターの採用手続に関
する取扱要領
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③　教員の研究活動，研究費・研究室及び研究専念時間の確保

○論文等研究成果の発表状況及び国内
外の学会での活動状況

　研究成果については，専任教員データベースを構築している。こ
れを通じて，各教員の著書及び発表論文に関する統計を随時把握す
ることができる。2014年度の業績は著書・論文1,256件,学会発表
964件,展覧会・演奏会・競技会等17件，研究課題・受託研究・科研
費334件，受賞学術賞42件となっている【3-1-8 表61】。

　研究企画推進本部及
び研究活用知財本部の
設置の意義は,研究の
促進を図り，そこから
生じる知的財産を効果
的に権利化して，広く
社会における活用を促
すことにある。両本部
が有機的に連携して相
乗効果を高めるため，
本学で社会的に注目を
集める個性的かつ未来
志向の研究を多く実施
することが課題であ
る。

　研究成果の発信力を
より一層高めていくた
めに，英文発信を含め
て戦略的かつ効果的な
広報活動を進めてい
く。機構のウェブサイ
トでは，研究活動状
況，専任教員の研究業
績データベース，研究
シーズ，学内の紀要等
を公開している。今後
は，情報の質を維持す
るだけでなく，タイム
リーに情報発信を行
い，外部の方々が本学
の研究活動に触れる機
会を生み出し，研究活
性化に資する戦略性の
高い情報発信を行って
いく。また，海外発信
支援委員会を設置し，
国際的学術刊行物等に
投稿する論文の外国語
校閲，投稿料等の助成
を実施していく。

　機構の下に設置され
る各本部，付属研究機
関・施設のより一層の
連携強化・活動の活性
化を推進することで，
新たな研究成果の創出
等をしていく。

7-31-8 明治大学デー
タ集表61

　本学の研究は，学長が機構長となる研究・知財戦略機構によって
推進している。同機構の研究企画推進本部は研究政策の企画・立案
から実行を担い，研究組織は，基盤研究部門としての3研究所(社会
科学・人文科学・科学技術)とボトムアップ型の研究組織である特
定課題研究ユニット等から構成されている。この他，研究活用知財
本部は産学連携活動を推進する【7-31-6:3～4頁】。
　本学専任教員は3研究所のいずれかに所属している【7-31-7】。
特定課題研究ユニットは，本学の専任教員と学内外の研究者等が特
定の研究課題について共同研究を推進する制度で最大5年間設置で
きる（1回更新可）。特定課題研究ユニットのうち，今後発展が期
待されるものは，重点領域プロジェクトを推進する期限付研究組織
として「研究クラスター」として組織化できる。毎年度「研究クラ
スター」は内規に基づき公募を行い,選定している。研究クラス
ターのうち大型研究の採択が期待できるものは，機構の付属研究機
関である「特別研究推進インスティテュート」として設置される。
ユニットからクラスターへ，クラスターからインスティテュートへ
の組織変更は学内外の評価をもとに研究・知財戦略機構会議におい
て決定される。
　2015年4月現在，特別推進研究インスティテュートは「先端数理
科学インスティテュート(ＭＩＭＳ)」，「バイオリソース研究国際
インスティテュート」及び「国際総合研究所」を展開している。付
属研究施設に「黒耀石研究センター」，「植物工場基盤技術研究セ
ンター」及び「地域産学連携研究センター」を設置している。研究
クラスターは，「日本古代学研究所」，「知的財産法政策研究
所」，「野生の科学研究所」「漆先端科学研究クラスター」，「生
命機能マテリアル研究クラスター」,「再生可能エネルギー研究ク
ラスター」，「危機管理・コミュニティ持続研究クラスター」，
「ガスハイドレート研究クラスター」，「国際武器移転史研究クラ
スター」の９つである。

　研究・知財戦略機構
における研究推進の仕
組みとして，特定課題
研究ユニットから重点
領域プロジェクトを推
進する研究クラスター
へ，さらには特別推進
研究インスティテュー
トまたは付属研究施設
への展開は，学内研究
資金を効果的に配分す
ることで，研究分野の
重点化を図る仕組みと
して特筆される【7-
31-6:3～4頁】。

　学内研究費は，それ
ぞれ制度が異なること
から募集時期や運用方
法等も千差万別であ
り，研究費をより効果
的かつ適正に活用する
ためにも，全学的な観
点から研究費の配分方
法，使用・運用方法等
を検討していく。ま
た，多額の研究資金を
獲得した教員に対する
研究支援者又は研究ス
ペースの確保等のイン
センティブを継続する
とともに，本学が推進
する重点研究領域に対
する学内研究予算の優
先的配分制度を具体化
する。
　外部資金の導入を基
本とし，研究成果の評
価を定期的に行い，そ
れを踏まえた上で研究
組織の存続の是非を考
えることを視野に入れ
ながら，インスティ
テュートのあり方を見
直していく。

7-31-6『明治大学の研
究-明治大学研究年報
2014』
7-31-7 基盤研究部門
にかかわる研究所要綱

○研究組織
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○研究支援制度 　研究支援制度としては，学内経費による研究振興事業として，基
盤的経費としての「特定個人研究費」のほか，学内公募型の競争的
資金制度である「新領域創成型研究・若手研究」，「国際共同プロ
ジェクト支援事業」，「研究所研究費」によって重点的な支援を
行っている。また，大学院において特定研究課題に関して，研究科
担当教員が他所属の研究者と共同で行う「大学院研究科共同研究」
を支援している。

　学内の研究振興事業
により，科学研究費助
成事業は，4月内定時
の採択額（採択件数）
が2011年度の約4億
8887万円（237件）か
ら2015年度には約6億
2407万円（277件）と
着実に上昇している
【7-31-9】。

　引き続き，科研費助
成事業以外の外部研究
資金獲得にもつながる
ような新たな支援策を
講じて制度化してい
く。

7-31-9 明治大学・科
研費・応募・内定状況
の推移

＜学外の研究助成を得て行われる研究プ
ログラム①（大型研究）＞

＜学外の研究助成を得て行われる研究プログラム①（大型研究）＞
　2015年4月現在，80を超える特定課題研究ユニットが設置されて
いる。2014年度の実績として,文部科学省「私立大学戦略的研究基
盤形成支援事業」継続・新規合わせて12件の大型研究プロジェクト
を推進したことである【7-31-6：23頁】。本学では研究・知財戦略
機構の下に設置された選考委員会が選定した研究プロジェクトを研
究・知財戦略機構会議で承認後，文部科学省に申請する【7-31-
10】。
　大型研究の増加に伴い，研究スペース不足等が懸念されていた。
駿河台キャンパスではグローバルフロントが完成したため，共同研
究の環境が大幅に改善された。

　駿河台キャンパスで
は，グローバルフロン
ト共同研究室の利用を
公募実施し，ルール化
することで，利用者が
固定化することなく，
共同研究に必要なス
ペースを有効活用して
いる。
　機構が推薦・採択し
た研究プロジェクトに
ついて，進捗状況の妥
当性や研究成果等の検
証方法等を研究企画推
進本部会議の研究支援
事業等に係る専門部会
を中心に改革し，評価
体制を整備しつつあ
る。

　 　本学における重点研
究プロジェクト，イン
キュベーション施設等
の拠点のほか，都心型
キャンパスの立地を活
かし，大学間連携，地
方自治体，企業，シン
クタンク等との共同研
究を推進し，有効活用
していく。

　 　 7-31-10 私立大学戦略
的研究基盤形成支援事
業学内選考及び採択後
の進捗管理体制に関す
る内規

＜学外の研究助成を得て行われる研究プ
ログラム②（科学研究費助成事業）＞

＜学外の研究助成を得て行われる研究プログラム②（科学研究費助
成事業）＞
 科学研究費助成事業は，2015年度の新規申請 294件(2014年度は
273件)，新規採択件数86件(同80件)と前年度を上回り，新規・継続
を合わせた交付内定採択件数は277件(同 274件)，交付内定金額も
間接経費を含めて約６億2407万円(同約6億1190万円)と過去最高記
録を更新した【7-31-9】。
　助成件数が伸長した要因として，研究推進部が「研究計画書作成
のポイント」を作成して「研究計画調書の書き方セミナー」を開催
したり【7-31-11】，申請書類作成時には派遣職員等を増員して実
際に研究者と協力して申請書類の形式・内容をチェックしたり，そ
の内容をフィードバックして精度を向上させる等，研究者と専門性
の高い職員の協働作業を行っていることが挙げられる。また，採択
された調書と不採択となった調書を共有する等して，採択率を高め
る工夫に努めている。

　学部等教授会の開催
前後に外部研究資金申
請の説明会を実施する
ことで意識を高め，研
究者と職員との協働に
よる取組みの成果が採
択率を高めることにつ
ながっている。

　申請件数の少ない学
部を中心に説明会を行
うなど，ターゲットを
絞って積極的に働きか
ける。説明会の対象者
を経験者と新規に分け
て実施するなど申請件
数を増やす工夫をす
る。

　引き続き，学部等教
授会との連携・協力体
制を密にして，「研究
計画調書」の書き方，
ブラッシュアップ等の
支援を今後も積極的に
実施する。このほか，
科学研究費助成事業申
請の準備として,学内
の競争的研究資金であ
る新領域創成型研究・
若手研究等の公募支援
事業を見直しながらよ
り効果的になるよう改
善していく。

　申請件数を上げるた
めに，これまで採択に
至らなかったケースを
分析し，採択率向上を
目指す。また，これま
で科研費を採択したこ
とがある研究者に対
し，基盤研究Cならば
基盤ＢまたはＡへ，研
究規模を個人型からグ
ループあるいはプロ
ジェクト型に発展可能
なように提案してい
く。

　本学の科研費の主軸
は，基盤研究Ｃや若手
研究Ｂ等となってい
る。今後ともさらに科
研費を伸ばしていくに
は，１件あたりの採択
額を向上させていく必
要があり，そのために
は，これまでの研究成
果を基にグループ化し
て，規模を拡大してい
くことや，トップダウ
ン型の大型研究プロ
ジェクトを複数創成す
るなど長期的に展開し
ていく。

7-31-11 平成27年度科
学研究費助成事業公募
のお知らせ
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
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●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。
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「改善を要する点」に対する発展計画

＜学内研究助成において推進される研究
①（基盤研究部門による助成，新領域創
成型研究・若手研究，国際共同研究プロ
ジェクト支援事業，大学院研究科共同研
究）＞

＜学内研究助成において推進される研究①（基盤研究部門による助
成，新領域創成型研究・若手研究，大学院研究科共同研究）＞
　本学では研究基盤を強化するために，基盤的な研究費を支給する
他，若手研究者の育成などの目的別に各種の競争的な学内研究助成
を行っている【7-31-8 表57】。また，基盤研究部門である社会科
学研究所，人文科学研究所及び科学技術研究所が運営する採択制の
研究所研究費制度もある。審査を行った上で採択し，毎年度初めの
「研究実施計画書」，年度末の「研究実施報告書」から研究成果を
把握している【7-31-8 表57,62】。
　科学研究費助成事業申請の準備として，また，学内研究助成にお
いて推進される研究として，新領域創成型研究・若手研究及び国際
共同研究プロジェクト推進事業がある。新領域創成型研究は本学の
創造的・先端的な研究課題を対象とし，若手研究は申請時39歳未満
の若手教員による研究課題に対して助成を行うもので，2014年度
は，前者5件，後者19件を採択した。国際共同研究プロジェクト支
援事業は，学内の研究者を中心として海外研究機関との国際的共同
研究に関わる事業を推進するもので，2014年度7件（Ⅰ型5件，Ⅱ型
2件）の研究プロジェクトを支援した。また，大学院担当教員が共
同で行う研究に対する助成制度として大学院研究科共同研究があ
り，2014年度は4件を採択し，本学の研究の活性化を担っている
【7-31-8 表57,60】。

  新領域創成型研究・
若手研究に採択された
研究者の科学研究費助
成事業の採択状況は，
学内研究者の平均値を
上回っている。

　 　科学研究費助成事業
申請の準備として,学
内の競争的研究資金で
ある新領域創成型研
究・若手研究等の公募
型研究支援事業のフ
レームワークを再考
し,研究者への周知及
び意識高揚を図る事業
を推進する。主に科学
研究費助成事業の採択
につながるような研究
プロジェクトの選定が
肝要となるため，選考
方法等も見直してい
く。

　

＜学内研究助成において推進される研究
②（教育研究振興基金，研究サポート積立
金等）＞

＜学内研究助成において推進される研究②（教育研究振興基金，研
究サポート積立金等）＞
　若手研究者養成に資する事業に対する助成等を目的として，教育
研究振興基金を運用している【7-31-12】。この基金は機構の特別
推進研究インスティテュート，付属研究施設，研究クラスターの研
究基盤整備をはじめ，各種研究プロジェクトの支援を行ってきた。

　2014年度からは幅広
く研究活動，教育活動
等への積極的活用を図
り，主管部署を教学企
画事務室へ移管した。
これに伴い，未来サ
ポーター募金「研究サ
ポート資金」を原資と
し，研究活動支援を目
的とした基金である研
究サポート積立金を新
設した【7-31-13】。

　 　今後も社会的要請に
応じて緊急対応すべき
研究プロジェクトの立
ち上げ等も予想される
ことから，基金を有効
に活かせるように，柔
軟かつ迅速に対応でき
るシステムを順次整え
る。

　 7-31-12 明治大学教育
研究振興基金
規程
7-31-13 研究サポート
積立金内規

＜学内研究助成において推進される研究
③（特定個人研究費，学会出張旅費）＞

＜学内研究助成において推進される研究③（特定個人研究費，学会
出張旅費）＞
　本学は個人で課題設定した学術研究の助成として，専任教員全員
に年額35万円を上限とした「特定個人研究費」を支給している【7-
31-14】。調査研究に必要な旅費は，「学校法人明治大学専任教職
員旅費規程」の定めるところにより支給され，学会出張の助成とし
て専任教職員に対し年2回，研究発表・報告をする場合はこれに加
えて１回の旅費を助成している【7-31-15】。国際学会参加渡航費
については，「国際学会参加渡航費助成基準」に基づき，国際学会
に出席して講演もしくは研究発表（ポスター・セッションを含む）
を行う場合または座長を務める場合に年度内2回を上限として，渡
航費・宿泊費の助成をしている【7-31-16】。

　特定個人研究費につ
いては，主に使途範囲
等について使い勝手の
悪さが教員から指摘を
受けており，毎年少し
ずつ改善している。ま
た，調査研究の報告書
がＢ4版１枚の「特定
個人研究報告概要書」
のみであり，成果等が
明確でないとの意見が
ある。

　 　特定個人研究費の使
用方法・使途について
は，担当部署を通じて
所管税務署にも折衝す
るなど使途拡大に向け
た改善を図っていく。

　特定個人研究費の使
用方法・使途について
使い勝手の向上の方策
を探る一方，一部所得
化に向けての検討もす
すめていく。また，成
果報告書のあり方につ
いても併せて検討を進
めていく。

7-31-14 明治大学特定
個人研究費取扱要領
7-31-15 学校法人明治
大学専任教職員旅費規
程
7-31-16 国際学会参加
渡航費助成基準
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＜研究専念時間等，教員の研究機会の保
障及び研究室の整備＞

＜研究専念時間等，教員の研究機会の保障及び研究室の整備＞
　研究専念時間を確保する方策として，「在外研究員」及び「特別
研究者」が制度化されている【7-31-17，7-31-18】。在外研究員制
度は，長期8カ月以上12カ月以内，短期3カ月以上6カ月以内で申請
することができ,在外研究員には滞在費・旅費等を含めて助成して
いる。特別研究者制度は，専任教員が就任から継続して5年以上勤
務（2回目以降は1回目の翌年度から起算し，継続して6年以上勤
務）したものが対象となり，授業その他の校務を免除され，毎年度
4月1日から1年以内の期間を研究に専念することができる。また，
特別研究者は基盤研究部門である研究所の特別研究者研究費助成を
申請することができる。

　2014年度は，在外研
究員21名（長期14名，
短期7名），特別研究
者24名が，研究活動に
専念した【7-31-8 表
63,64】。

　所定の報告書以外に
論文・業績等の提出を
義務付けていないた
め，研究成果が明確で
はないとの指摘もあ
る。また，助成を受け
た費用管理等が杜撰な
ケースも一部見受けら
れるため，制度の見直
しが必要である。

　大型研究の研究資金
を獲得した研究者には
その資金を活用した制
度を創設するなど，研
究資金を獲得した研究
者の授業担当時間及び
校務の軽減等を各方面
に求め，研究環境の整
備を図る。また，大型
研究を継続して獲得し
ていくためには，研究
者の努力だけでは限界
があり，研究者ととも
に研究企画立案，研究
資金の獲得・管理，知
財の管理・活用等に係
わるマネジメントを行
う人材（ＵＲＡ：リ
サーチ・アドミニスト
レーター）の導入等を
進めていく。

　監査等で指摘を受け
ることがないように遺
漏なく，概要報告書の
提出や費用の支出等管
理について研究者に周
知徹底する。

　論文等の業績の提出
義務を課すなど研究成
果を明らかにし，制度
の有効性を示す。ま
た，実態に応じて制度
に改善してく。

7-31-17 明治大学特別
研究者制度規程
7-31-18 明治大学在外
研究員規程

＜研究活動の公表・海外発信等の支援
サービス＞

＜研究活動の公表・海外発信等の支援サービス＞
　基盤研究部門の３研究所では叢書，紀要，欧文紀要に成果を定期
的に公表しており，その掲載にあたっては，研究所内に評価基準を
設け，ピアレビューによる査読制度を取り入れている【7-31-
18】。出版助成制度も設けられている。2014年度に刊行した叢書は
7冊，紀要6冊，欧文紀要1冊，年報3冊である【7-31-6:40頁】。ま
た，本学における学術・研究成果を海外に発信し，研究の活性化を
図ることを目的に「海外発信支援委員会」を設置し，国際的学術刊
行物等に投稿する論文の外国語校閲，投稿料等の助成の支援を実施
している。

　機構では機構の事業
や成果等を学外に広報
するために毎年度，年
報を刊行しており，こ
れにより学外研究資金
の獲得状況や機構の研
究施設・研究機関の状
況を俯瞰することが可
能となっている【7-
31-6】。

　海外発信支援事業が
周知徹底されておら
ず，利用層が固定化す
るなど十分に活用され
ていない一面もある。
　教員による海外で学
会での発表は未だ不十
分な状態である。国際
的な英文ジャーナルへ
の投稿などの実績も少
ない。

　引き続き，ビジュア
ル的にも工夫するなど
掲載内容等を見直しな
がら，学外に向けて本
学の研究力の情報発信
を行っていく。

　運用効率の高い事業
に特化し,併せて申請
率向上のため周知活動
をいっそう強化するこ
とにより，多くの研究
者にこの制度を活用し
てもらうことで海外発
信を含めた研究成果の
公表を促進していく。

　教員にとって,より
海外発信に取り組む機
会が増えることによ
り，活用しやすい制度
となるよう，支援事業
内容の見直しを行い，
研究のグローバル化を
支えていく。

7-31-19 社会科学研究
所査読に関する内規，
人文科学研究所の査読
に関する内規，科学技
術研究所紀要投稿論文
審査要領



 2014年度研究・知財戦略機構　自己点検・評価報告書

第７章　教育研究等環境

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（５）研究倫理を遵守するために必要な措置をとっているか

②研究倫理に関する学内審査機関の設
置・運営の適切性

本学では，文科省のガイドライン委対応すべく各種関連規程等を整
備し，円滑に社会連携活動を推進するとともに，大学又は研究者と
しての基本姿勢及び遵守すべき事項を定めて実施している。また
「明治大学における研究費等に関する使用マニュアル」を作成し
【7-31-30】，毎年度改訂して教員に配布している他，各学部教授
会等で説明会を実施し，改定点，注意すべき事項の周知を行ってい
る。文部科学省からは全品検収を実施するように指摘されたことを
受けて，検品室を新設して2013年度から稼働させている【7-31-
34】。

　ヒトを対象とした研
究成果を公表する際に
は，，倫理委員会の承
認を必要とする傾向が
強くなっている。こう
した倫理委員会は理工
学部及び農学部には自
学部の教員を対象とし
て設置されていたが，
2012年度以降は，両学
部以外の教員において
もヒトを対象とした研
究を行う場合，研究計
画等について「ヒトを
対象とした研究等に関
する研究倫理委員会」
で，年間5件程度の審
査を行い，研究活動に
支障をきたさないよう
にサポートしている
【7-31-35】。

　利益相反ポリシーの
もと、審議案件が利益
相反状態にあるかどう
かの該非判定の基準や
審査，申告，不服申立
て等を行う際の統一規
程等及びマネジメント
体制が未整備となって
いる【7-31-36】。

　ヒトに係る研究計画
等の実際の申請に対し
て，迅速かつ適切に対
応するよう申請書類・
審査用紙等の実務に係
る細部をつめていく。
将来的に全学で統一し
た一つの窓口で対応で
きるように他大学の事
例等を調査して，関連
部署等と連携して実現
していく。

　社会連携ポリシー，
知的財産ポリシー，利
益相反ポリシーの3ポ
リシーのもとで研究倫
理に係る活動のチェッ
ク・審議する各種委員
会の組織体制及び規程
等の整備を図ってい
く。
　研究の公正性を担保
するため外部機関等か
ら求められる利益相反
該非判定に対応する。
利益相反マネジメント
規程を策定し,COI委員
会では該非判定が困難
な事例を判定するた
め，該当事例発生時に
おいて該非業務をアド
バイザーに外部委託す
ることを進める。

　コンプライアンス，
利益相反及び倫理に係
る全学的な委員会体制
及び統括する第三者的
な部署の設置を進め
る。

7-31-34『公的資金に
おける検品マニュア
ル』
7-31-35 ヒトを対象と
した研究等に関する研
究倫理委員会に関する
内規
7-31-36 明治大学利益
相反委員会設置要綱

7-31-20 社会連携ポリ
シー
7-31-21 知的財産ポリ
シー
7-31-22 利益相反ポリ
シー
7-31-23 研究者行動規
範
7-31-24 研究費の適正
管理に関する規程
7-31-25 研究活動の不
正にかかわる通報処理
に関する規程
7-31-26 技術移転事業
等における学外交流倫
理に関するガイドライ
ン
7-31-27 研究成果有体
物取扱要領
7-31-28 知的財産権等
に関する秘密情報取扱
要領
7-31-29『明治大学に
おける研究活動から生
じる知的財産の取扱い
と産学連携活動に関す
るガイドブック』
7-31-30『明治大学に
おける研究費に関する
使用マニュアル』
7-31-31 研究活動の不
正行為にかかわる通報
処理に関する運用細則
7-31-32 明治大学倫理
審査委員会運営内規
7-31-33 明治大学倫理
教育委員会に関する内
規

①研究倫理に関する学内規程の整備状
況

　文部科学省では，2007年に「研究機関における公的研究費の管
理・監査のガイドライン（実施基準）」を定め，その中で各研究機
関に対し研究倫理の体制整備等について規程等を整備し，その制定
状況の報告を求めてきた。しかし，依然として公的研究費の不正使
用が後を絶たないことから，2014年2月に同ガイドラインが一部改
正され，同年8月には「研究活動における不正行為への対応等に関
するガイドライン」が示され，大学等の研究機関に対応を要請して
いる。
　本学では，「社会連携ポリシー」【7-31-20】，「知的財産ポリ
シー」【7-31-21】，「利益相反ポリシー」【7-31-22】，「研究者
行動規範」【7-31-23】,「研究費の適正管理に関する規程」【7-
31-24】，「研究活動の不正にかかわる通報処理に関する規程」
【7-31-25】，「技術移転事業等における学外交流倫理に関するガ
イドライン」【7-31-26】，「研究成果有体物取扱要領」【7-31-
27】及び「知的財産権等に関する秘密情報取扱要領」【7-31-28】
を制定するなど，円滑に社会連携活動を推進するとともに，大学又
は研究者としての基本姿勢及び遵守すべき事項を定めて実施してい
る【7-31-29】。また「明治大学における研究費等に関する使用マ
ニュアル」を作成し【7-31-30】，毎年度改訂して教員に配布して
いる他，各学部教授会等で説明会を実施し，改正点や留意事項の周
知を行っている。

　2014年に改正および
決定された文科省の2
つのガイドラインの運
用に対応すべく，当面
の措置として関連規程
の一部改正及び内規等
の制定を行った（「明
治大学における研究費
の適正管理に関する規
程」「研究活動の不正
行為にかかわる通報処
理に関する規程」「研
究活動の不正行為にか
かわる通報処理に関す
る運用細則」【7-31-
31】「明治大学倫理審
査委員会運営内規」
【7-31-32】「明治大
学倫理教育委員会に関
する内規」【7-31-
33】）。

　研究推進部内に研究
倫理オフィスを立ち上
げて，当面の対応体制
を構築したが，研究倫
理をチェックする窓口
が産学連携を推進する
部署と同一であるた
め，客観性・公平性の
観点から疑義を持たれ
る指摘が一部からなさ
れている。

「研究機関における公
的研究費の管理・監査
のガイドライン」に
沿って，学内の体制整
備を更に向上させ，
「体制整備等自己評価
チェックリスト」の評
点アップにつなげる。

　研究費管理部署が研
究費活動の不正に係わ
る通報窓口であること
から，この窓口を研究
推進部以外の第三者的
な立場に当たる部署へ
の移管を進める。
　今後の研究活動体制
の整備等に向けて，他
私大並みに大学全体と
して研究倫理を扱う機
関・部署の設置が必要
である。また，大学と
しての学術研究倫理憲
章の制定をすすめる。

　安全保障貿易管理体
制，インフォームドコ
ンセント，生命倫理，
安全管理等の承認及び
手続きを行う窓口の創
設をしていく。



 2014年度研究・知財戦略機構　自己点検・評価報告書

第７章　教育研究等環境

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（６）教育研究等環境の適切性の検証プロセスを機能させ，改善につなげているか。
＜研究環境の検証システム＞ 　研究内容，研究成果等については，研究・知財戦略機構に所属す

る研究組織や研究者個人は「事業活動報告」及び「研究成果報告」
を提出するとともに，研究活動の進捗状況（達成度），翌年度の研
究計画等について記載した報告書を提出し，機構会議において研究
成果を把握している。研究成果については精査した後，必要に応じ
て次年度に向けた計画書の再修正を求め，確認を行い，結果を機構
長である学長に報告することとしている。また「明治大学の研究」
を毎年度刊行し，研究活動の状況を評価，公表している【7-31-
6】。研究・知財戦略機構では，検証プロセスの透明性を確保する
手段として，大型研究等の審査や研究活動の不正行為にかかわる通
報処理に当たる際は，学外の有識者を委員に加えるなど「学外者の
意見」を反映する体制を整えている【7-31-10】。
　また，専任教員データベースを構築し，研究者自身が常時データ
を更新することができる環境を整備している。このデータベースに
蓄積されたデータは大学のウェブサイトやReaD&Researchmap（研究
開発支援総合ディレクトリ）で公開されるほか，自己点検・評価や
各種統計資料に利用され，検証プロセスの一端を担っている【7-
31-37】。

　機構の研究活動全般
で，外部評価委員が加
わっていないため，客
観性をさらに担保する
ことが課題である。社
会的評価，特色，活力
等の検証については，
外部研究資金の獲得状
況の推移等を見て判断
しているのが現状であ
り，特に，本学の特色
や活力面の検証を客観
的に行うことが肝要で
ある。

　外部委員を含めた評
価委員会を設置するな
どして，定期的かつ第
三者的評価を行い，そ
の内容を改善に結び付
けるなど，その具体的
方策を研究企画推進本
部会議を中心に立案し
ていく。

　機構全体の活動に対
しても，外部委員を含
めて，客観性を担保す
る体制を構築し，定期
的かつ客観的に評価を
行い，その内容を改善
に結び付けて，更なる
発展を促せるように
PDCAサイクルを確立し
ていく。

7-31-37 専任教員デー
タベース
http://rwdb2.mind.me
iji.ac.jp/scripts/we
bsearch/
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第８章　社会連携・社会貢献

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）社会との連携・協力に関する方針を定めているか
●社会連携・社会貢献に関する方針を
定めているか。
●教職員・学生が方針を共有している
か。

　本大学は，建学の精神である「権利自由・独立自治」を継承し，
また都心型大学としての特長を活かして，その使命と責任を果たす
必要があり，「社会連携ポリシー」を社会との連携・協力に関する
方針として定め，大学のウェブサイトを通じて広く社会に公表して
いる【8-31-1】。その中で「『社会連携』を『研究』と『教育』に
加えて大学の重要な使命として明確に位置付けるとともに，これに
教職員等が一致協力して取り組み，大学の社会的責任を果たす必要
があり，産業界等の活性化にとどまらず，より広い視点から社会の
発展に寄与することに努めなければならない」との基本姿勢を明確
にし，環境保全・平和利用，主体性・自主性の尊重，情報の公開と
管理の原則，法令等の遵守から構成される4つの原則を明示してい
る。
　社会連携・社会貢献を適正に推進するために，利益相反委員会を
設置し，教職員が利益相反に関する判断基準を共有できるよう「社
会貢献と倫理及び利益相反に関するガイドライン」を配布し【8-
31-2】，教員・研究者が社会連携を推進するにあたって倫理観に基
づく責務遂行を尊重していく体制を整えている。

 「社会連携ポリ
シー」は，社会連携機
構が創設される前に研
究・知財連携機構で定
めたものであるため，
両機構等含めて大学全
体で再検討する必要が
ある。「社会貢献と倫
理及び利益相反に関す
るガイドライン」の改
訂版が2013年度以降に
発行されていない。

　「社会連携ポリ
シー」の改訂案につい
て研究・知財戦略機構
と社会連携機構を中心
に検討していく。
　利益相反委員会のあ
り方について全学的な
委員会として位置づけ
ることを視野に入れて
検討していく。また，
「社会貢献と倫理及び
利益相反に関するガイ
ドライン」の改訂版を
作成し，本学の構成員
に配布して，内容等を
周知していく。

　新たな「社会連携ポ
リシー」を定めてい
く。
　利益相反委員会を全
学的な委員会として位
置づけていく。

8-31-1 社会連携ポリ
シー
8-31-2 社会貢献と倫
理及び利益相反に関す
るガイドライン

（２）教育研究の成果を適切に社会に還元しているか
②学外組織との連携協力による教育研究の推進

○産官学連携による学外機関との連
携，社会への還元状況

　産官学連携の取組みは，研究・知財戦略機構の下にある「研究活
用知財本部」における「知的資産センター」及び「研究成果活用促
進センター」が推進している【8-31-3:4頁】。
　産官学連携に関するアンケートを毎年度実施し，その調査結果を
踏まえて，連携活動に意欲の高い教員を重点的に支援する方針を継
続している。同時に研究成果活用促進センターにおける研究成果の
事業化や起業を支援している。

 研究成果の活用及び
知財の創出・管理・活
用という研究活用知財
本部の役割を着実かつ
効率的に果たしてい
る。

　既存の枠に収まらな
い研究形態による研究
成果が創出されている
ことを踏まえて，これ
らを管理・活用してい
く受け皿の整備も進め
ていく。多様な研究へ
の参画や優れた研究成
果の活用を実現し，社
会貢献へとつなげ，更
なる研究活性化に
フィードバックされる
ような「知の創造サイ
クル」を維持してい
く。

8-31-3『明治大学の研
究－明治大学研究年報
2014－』

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を評価する項
目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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第８章　社会連携・社会貢献

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を評価する項
目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（知的資産センター：受託・共同研
究，技術移転）

　知的資産センターは，「大学等における技術に関する研究成果の
民間事業者への移転の促進に関する法律」に基づき経済産業大臣・
文部科学大臣により特定大学技術移転事業の実施計画の承認を受け
た技術移転機関，通称，承認ＴＬＯ(Technology Licensing
Organization)である。本学の研究成果等を権利化し，これを学外
に技術移転し，そこから得たロイヤルティを研究者・大学に還元す
ることで知的創造サイクルを創出する。事業内容は主として4点あ
り，「受託研究，共同研究の窓口」「技術移転事業」「産官学連携
相談」「産官学連携に関する情報の提供・交流」である。
　一般的に，大学の知的資源や研究成果を企業等のニーズに直に結
びつけるのは困難なため，産学連携部門が企業と大学の研究者との
仲立の役割を担うことが求められる。そのため，企業向けパンフ
レットを刊行して産学連携の流れや利用可能な支援メニュー・設備
等を解説しているほか，ウェブサイト上で公開している「研究シー
ズ」は，大学のシーズと産業界のニーズとのマッチングを促進する
ツールとして情報発信を行い，本学の研究成果に対して外部からの
アクセシビリティが高まるよう環境を整えている。
　知財評価システムを構築したので，本システムを活用した知財の
評価・管理作業を継続していく。研究成果の特許出願については，
権利化及び技術移転につながる可能性のある案件と新たな外部資金
の呼び水になり得る案件を厳選する基本方針を維持する。ライセン
シング及び技術移転の可能性がある知的財産を積極的に維持して，
研究推進効果の一層の拡大を図る。

　受託・共同研究等の
受入件数は，2014年度
238（前年度227件)，
受入金額は，約36億
865万円（同約18億
8401万円）で，件数が
微増・金額が倍増し
た。これは大型プロ
ジェクトを受け入れた
ためである【8-31-4
表65】。
2013年度における技術
移転状況は，特許出願
件数は20件（同15
件），ライセンス実績
は21件（同22件）とほ
ぼ横ばいであったが，
特許のほかプログラム
や商標等の技術移転が
成立する等，大学の知
的資産活用の多様化が
進みつつある【8-31-4
表66,67】。

　これまでとは異なる
タイプの知的財産の創
出にも対応し得るよう
にサポートを充実させ
る。また，社会の多様
なニーズに応えられる
知的財産の管理・活用
を実現するため，ハー
ド，ソフトの両面から
新たな検討を行う。

8-31-4 明治大学デー
タ集表65，表66，表67

（研究成果活用促進センター） 　研究成果活用促進センターは，研究成果に基づく産官学連携の支
援，研究成果を活用した起業支援を行っており，そのためのスペー
スとして駿河台キャンパスのグローバルフロントに７室の施設を設
置している。ここでは本学教員の研究成果を基にした創業・ベン
チャー育成に必要な支援を行っており，これまでに約20プロジェク
トの事業化が取り組まれ，10社程度の会社設立の実績がある【8-
31-3:36頁】。

 研究成果活用促進セ
ンター施設運用に関す
る内規について，一部
改正を行い，2014年4
月22日から施行し,よ
り利用実態に合わせた
ものとした。

　利用審査のあり方，
管理運営方法，利用の
ルール等の整備を進め
て，同施設の更なる有
効活用を図っていく。

○研究・知財戦略機構の下に設置して
いる付属研究施設における学外機関と
の連携，社会への還元状況

　産官学連携に基づいた地域社会との連携については，研究・知財
戦略機構の付属研究施設として「黒耀石研究センター」「植物工場
基盤技術研究センター」「地域産学連携研究センター」の３施設を
設置している【8-31-3:15,17頁】。「黒耀石研究センター」は，長
野県長和町に設置された学外研究拠点であり，黒曜石研究の国際
ネットワーク拠点を目指して，海外の研究機関と連携を図り，地域
連携及び学外研究資金による活動で実績を積み重ねている。「植物
工場基盤技術研究センター」は，2009年度経済産業省先進的植物工
場施設整備費補助金を受け，私立大学では唯一，全国8拠点の一つ
として生田キャンパスに設置した未来型農業を志向型の研究セン
ターである。同様に経済産業省の整備費補助事業をもとに開設した
「地域産学連携研究センター」は，インキュベーション機能を中心
に地元川崎市をはじめとする神奈川県域の経済振興などを視野に入
れた新産業・新事業の創出に貢献すべく活動を展開している。各セ
ンター長が運営責任者となる「運営委員会」において，各センター
の設置目的である本大学の教育・研究の発展及び研究成果の社会還
元の寄与を図っている。

　2014年度学長方針に
おける「付属研究施設
については，産官学と
の連携を進めながら，
研究機能の強化に努め
る」との指針に則り，
多様な形態で地域連
携・産官学連携を着実
に推進し，社会貢献に
寄与している。

　機構として，付属研
究施設のあり方につい
て中長期的な計画やビ
ジョンをを明確にする
必要がある。機構付属
研究機関・施設等連絡
会【8-31-5】を定期的
に開催し，各研究施設
の連携を密にして，コ
ラボレーションの方途
を探っていく。

8-31-5 明治大学研
究・知財戦略機構付属
研究機関・施設等連絡
会運営内規
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第８章　社会連携・社会貢献

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を評価する項
目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について，
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（黒耀石研究センター） 　黒耀石研究センターは，2000年度私立大学学術研究高度化推進事業
の学術フロンティア推進事業「石器時代における黒耀石採掘鉱山の研
究」に基づき長野県小県郡長和町に設置された日本で唯一の黒曜石と
人類史に関する研究施設である。現在も私立大学戦略的研究基盤形成
支援事業「ヒト－資源環境系の歴史的変遷に基づく先史時代人類史の
構築」を推進している。同センターは，近接する長和町立「黒耀石体
験ミュージアム」の博物館活動の支援の他，町立中学校における黒曜
石学習の支援，黒耀石のふるさと祭りの開催支援等，長和町との連携
活動を密接に行っている【8-31-3:9頁】。
　植物工場基盤技術研究センターは，高機能放電管による照明システ
ムや植物栽培用のクリーンルーム（完全人工光型植物工場），養液浄
化システムのある研究機械室，生産物の品質評価等を行う分析室，菌
の計測等を行う培養室，大型栽培チャンバーを設置した環境制御室等
が設置されている。2014年度もリバティアカデミー講座を前年度同様
に開講した。研究面では，本センターを拠点とした研究プロジェクト
「農商工連携モデルを基盤とした都市地域における完全人工光型植物
工場研究拠点の形成」が，2013 年度私立大学戦略的研究基盤形成支援
事業に採択されており，本センターにおいて研究が開始された。また
同センターでは見学も随時受け付けており，2014年度は延べ880人の見
学者を受ている【8-31-3:10頁】。
　地域産学連携研究センターは，インキュベーション室10室，大型の
試験分析・試作加工装置8台，展示ブース，多目的会議室等が設置さ
れ，これらの利用開放による収益事業等を通じて，中小企業者・個人
事業主の新事業・新産業創出支援を主とした地域の産業活性へ貢献し
ている。他にも，経営支援セミナー，研究成果紹介セミナー，助成金
申請書作成セミナー，試験分析・試作加工装置の利活用セミナー等を
開催している。2013年3月に神奈川県産業技術センターと企業支援連携
協定を提携し，ものづくり企業等を対象にスピーディーな試作開発を
支援する体制を整えた【8-31-3:11頁】。
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第９章　管理運営・財務　　１．管理運営

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）大学の理念・目的の実現に向けて，管理運営方針を明確に定めているか。
a ●意思決定プロセスや，権限・責任（教学

と法人の関係性），中長期的な大学運営
のあり方を明確にした管理運営方針を定
めているか。
●方針を教職員が共有しているか。

 機構は，本学において世界的水準の研究を推進するため，重点領
域を定めて研究拠点の育成を図り，研究の国際化を推進するととも
に，その成果を広く社会に還元することを目的とし，規程に明記し
た以下の事業を行う【9(1)-31-1】。
・ 本大学における研究の戦略的推進
・ 研究を戦略的に推進するための研究環境の重点的整備
・ 研究資金確保のための活動
・ 研究の国際化推進のための活動
・ 研究面における社会との連携活動
・ 知的財産の創出，取得，管理及び活用
・ その他目的達成のために必要と認められる事業
 機構長等の権限と責任を明確化するため，機構の役職者は以下の
とおり規定されている。
・機構長は，機構の業務を総括し，機構を代表する。（機構規程第
6条）
・研究企画推進本部長は，研究企画推進本部の業務を総括し研究企
画推進本部を代表する。（明治大学研究企画推進本部規程第4条
【9(1)-31-2】）
・研究活用知財本部長は，研究活用知財本部の業務を総括し，研究
活用知財本部を代表する。（明治大学活用知財本部規程第4条
【9(1)-31-3】）
　上記目的を達成するための審議機関として機構会議を設置すると
ともに，適切な事務組織を設け，公正かつ合理的な組織運営を目指
している。この方針はウェブサイトや研究年報などの活版物でも教
職員はじめ学内外の関係者に示している【9(1)-31-4】。

　機構の目的を達成す
るため，研究環境の重
点的整備，外部研究資
金の獲得，地域社会・
産業界・公的機関等と
の連携協力体制の構築
及び知的財産の創出・
活用等を推進している
が，特に研究の国際化
が課題となっている。
また，こうした方針を
本学研究者に対してよ
り迅速に周知していく
ことが課題である。

　学長方針にある「次
代を拓き，世界へ発信
する大学」を具現化す
るため，大学院及び国
際連携機構等との連携
協力を働きかけて，研
究の国際化を推進する
施策を立案するととも
に，優先順位をつけて
実現できるものから実
施していく。

　本学の研究について
明確なビジョンと戦略
的な中長期計画を策定
し，全構成員で方針を
共有し，事業を推進す
る。

9(1)-31-1 明治大学研
究・知財戦略機構規程
9(1)-31-2 明治大学研
究企画推進本部規程
9(1)-31-3 明治大学研
究活用知財本部規程
9(1)-31-4 機構のウェ
ブサイト
http://www.meiji.ac.
jp/research/index.ht
ml

（２）明文化された規程に基づいて管理運営を行っているか
a ◎関連法令に基づく管理運営に関する学

内諸規程の整備とその適切な運用
　機構は，大学の附属研究機関として明治大学学則第64条第１項第
１号に規定されており，管理運営については，機構規程を制定し，
これに基づいた適切な運用を行っている【9(1)-31-1】。また，機
構を構成する研究企画推進本部は，上述の機構規程に加えて明治大
学研究企画推進本部規程を制定し【9(1)-31-2】，研究活用知財本
部は，研究活用知財本部規程を制定し【9(1)-31-3】，これに基づ
いて適切な運用を行っている。機構の付属研究機関・施設において
も組織ごとに要綱及び内規等を制定し，これに基づいた運用が行わ
れている。

　機構規程の中に記載
のあった研究企画推進
本部に係る規定につい
て，「明治大学研究企
画推進本部規程」とし
て独立して制定した。
また，関連内規等を整
備することにより，こ
れまであいまいであっ
た部分や慣例等で行わ
れてきたことを明確に
して，円滑なマネジメ
ントの向上を図った。

　研究の国際化・高度
化に伴い，大学の研究
マネジメント力を向上
させて機構の研究推
進・支援機能を一層強
化する。このためには
機構の関連規程につい
て，体系的見直しを継
続的に進めていく必要
があり，研究資源の効
率的・効果的運用を図
る施策を立案してい
く。

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を評価する項
目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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第９章　管理運営・財務　　１．管理運営

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を評価する項
目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（３）付属機関等の業務を支援する事務組織が設置され，十分に機能しているか
a ●事務組織の構成と人員配置の適切性

●検証プロセスを適切に機能させ，改善に
つながっているか。

①事務組織の構成と人員配置の適切性
　機構の所管部署は，研究推進部研究知財事務室，生田研究知財事
務室及び大型プロジェクト研究推進事務室（2014年4月開設）であ
る。人員配置は，管理職を含めて研究知財事務室43名（専任職員19
名※うち2名和泉，嘱託・派遣職員24名※うち3名和泉)，生田研究
知財事務室32名（専任職員9名，短期嘱託・派遣職員16名・専門人
材7名），大型プロジェクト研究推進事務室（専任職員3名，特別嘱
託1名）となっている【9(1)-31-5】（2015年3月31日現在）。
②業務機能の改善・業務内容の多様化への対応策
　2009年度に研究推進部が設置されて以来，研究推進部は学外研究
資金獲得額の増加，本学における研究体制の構築等を実施・推進し
てきたが，①研究費の獲得増に伴う経費管理負担，②付属機関・施
設の急増に伴う管理業務，③他部署からの業務移管，④新規業務へ
の対応等，増大した業務に対して従来どおりの人員で対応してい
る。効果的な研究推進及び知財の創出・活用にかかわる企画立案・
補佐機能を掌る組織として設置されているが，これらの業務を担う
専任職員数が不足している。業務が大幅に増加し，複雑多様化して
いるばかりでなく，コンプライアンス強化など業務内容が拡大の一
途を辿っているのが現状である。

　非専任職員に委任可
能な業務も限定されて
おり,業務量の増加や
新規事業に見合った適
正な専任職員の配置を
行うことが課題であ
る。
　「研究機関における
公的研究費の管理・監
査のガイドライン（実
施基準）」「研究活動
の不正行為への対応等
に関するガイドライ
ン」など文科省ガイド
ライン等への対応が必
須であることも踏まえ
て，所管業務のうち適
正部署への業務移管が
必要な業務を引き続き
検討するとともに，研
究推進部内でも改編等
を行う必要がある。

　コンプライアンスの
徹底が求められる中
で，既存業務に加え
て，研究活動の推進に
かかわる新たな施策の
実施及び外部研究資金
の獲得増加・管理を担
うためにも所管業務の
一部を移管，業務委託
を視野に入れて検討す
る。リサーチ・アドミ
ニストレーター（ＵＲ
Ａ）制度等の導入も進
めていく。

　事務組織が十分に機
能しているか客観的に
検証する仕組みを確立
し，検証プロセスを適
切に機能させ，改善に
つなげていく。また，
職員の専門能力及び情
報収集力の面で改善を
図っていく。併せて，
事務室員の中からＵＲ
Ａ人材を育成してい
く。

9(1)-31-5 明治大学
データ集

（４）事務組織の意欲・資質の向上を図るための方策を講じているか
　研究推進部が設置さ
れて以来,当該業務に
かかわる支援体制は
年々充実している。外
部機関での研修等でノ
ウハウを培い，情報を
蓄積している。競争的
研究資金獲得のため,
科学研究費助成事業の
申請書作成に係る説明
会を複数回開催した
り，申請書のブラッ
シュアップ等の支援を
強化したりしている。
また，和泉キャンパス
に研究知財事務室の分
室を設置して，教員の
利便性を高めるととも
に,海外発信支援事業,
助成金等の採択事業の
業務等に対応して，外
部研究資金獲得の増加
につなげている。

　担当業務に応じて外部の研修会,文部科学省，（独）科学技術振
興機構や各種関連団体等の主催する研修に積極的に参加している。

（有効性，検証システムと改善状況）
●事務職員の資質向上に向けた研修など
を行うことによって，改善につながっている
か。

a 　各種申請書の書き
方，研究費の適切な使
用，知財管理，産学官
連携コーディネートな
どの実務的な能力の向
上とともに，基礎的な
語学力，論理・図解
力，ファシリテーショ
ン能力，情報収集力等
の向上が課題であり，
資質を向上させるため
の研修を組織的に実施
していく。
　2013年度開設の中野
キャンパスには，先端
数理科学インスティ
テュート(ＭＩＭＳ)が
移転し，併せて既存学
部・研究科，新設の総
合数理学部等に対応す
る研究支援体制を設け
ているが，これをいっ
そう充実させていく。
また，複雑な指揮命令
系統が課題となってお
り，研究推進部が中野
キャンパス事務部と連
携して，より円滑な運
営を図っていく。
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第９章　管理運営・財務　　２．財務

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）教育研究を安定して遂行するために必要かつ十分な財政的基盤を確立しているか。
科学研究費補助金，受託研究費等の外
部資金の受け入れ状況

　科学研究費助成事業をはじめとした外部研究資金の申請・受け入
れ・管理は2007年度より一元化され，現在，研究推進部が事務局と
なっている。科学研究費助成事業は，2015年度の新規申請 294件
(2014年度は273件)，新規採択件数86件(同80件)と前年度を上回
り，新規・継続を合わせた交付内定採択件数は277件(同 274件)，
交付内定金額も間接経費を含めて約6億2407万円(同約6億1190万円)
と過去最高記録を更新した【9(2)-31-1 表59・60】。科研費を含め
た2014年度外部研究資金受入総額は，約43億4602万円と，前年度
(約26億4999万円)に比べて大幅に増えた【9(2)-31-1 表65】。

　申請支援体制の整備
の一環として，「研究
計画調書の書き方セミ
ナー」を各キャンパス
で複数回開催し，当日
の欠席者向けに動画配
信サービスも行ってい
る。また，申請書類の
内容までを含めた精緻
なチェック等を通じ
て，研究者へのフィー
ドバックをきめ細かく
行った結果，採択率を
高めている。また，近
年，メタンハイドレー
ト開発促進事業関連を
中心に受託研究が飛躍
的に増加している。

　全学部において申請
の裾野を広げ，専任教
員の申請率の向上を目
指して周知活動を進め
ていく。学部等教授会
との連携・協力体制を
密にして，申請書のブ
ラッシュアップ等の支
援を積極的に実施して
いく。共同研究等にお
いては，更に受入件
数・受入金額の増加を
目指すため，コーディ
ネート活動を充実させ
ていくほか，外部研究
資金の申請作業の補
助，外部機関からの共
同・委託研究ニーズの
収集と教員への案内及
び本学の研究力をア
ピールできるコンテン
ツの充実と積極的な発
信といった活動をより
一層強化していく。

9(2)-31-1 明治大学
データ集表59,表60,表
65

（２）予算編成及び予算執行を適切に行っているか
① 予算編成の適切性と執行ルールの明確

性，決算の内部監査
　研究費使用手順，必要書類等を分かりやすく説明した。「明治大
学における研究費等に関する使用マニュアル」を毎年度改訂したう
えで，関係構成員に配布し，これを周知徹底している【9(2)-31-
2】。毎年定期的に，大学の会計基準及び上記マニュアルに照らし
て内部監査を受けている。前年度及び前々年度の決算額を精査した
うえで，大学の予算編成方針に基づき，新規計画を勘案しながら予
算編成案を作成し，査定を受けている。

　研究費の適正な管理
と執行に向けて，毎
年，実態と乖離した制
度を改善するなど，
ルールをより明確化
し，関係者へ周知徹底
を図っており，監査等
でも特段の指摘事項は
なかった。

　文科省のガイドライ
ン対応をすすめ，引き
続き外部監査にも対応
していく体制を整えて
いく。

9(2)-31-2『明治大学
における研究費等に関
する使用マニュアル』

② 予算執行に伴う効果を分析・検証する
仕組みの確立

　研究費の予算執行については，予算管理者及び研究代表者が逐次
研究費執行状況を逐次ウェブサイト上で確認できるようにしており
【9(2)-31-3】，計画に基づく適切な経費執行ができているか検証
が可能である。また，研究課題はすべて研究費支出報告書及び研究
成果報告書を提出することとなっており，これらも評価の対象とし
て，分析・検証を行っている。

　大型の研究プロジェ
クトや科学研究費助成
事業の研究代表者を中
心に，研究費執行状況
ＷＥＢ照会のシステム
周知が浸透してきてお
り，計画的かつ効果的
な予算執行の意識も次
第に高まってきてい
る。

　研究費執行状況Web
照会のデータ反映時期
にタイムラグがあるの
で，この面で改善の余
地がある。体系的な効
果の検証・分析にまで
は至っていない課題が
あり，このためのシス
テム確立をすすめてい
く。

9(2)-31-3 研究費執行
状況ＷＥＢ照会
https://zsweb.mind.m
eiji.ac.jp/OpenWindo
w.jsp

Alt＋Enterで箇条書きに

 点検・評価項目
◎…法令等の充足を評価する項目です。

●…学部等が掲げる方針や目標の達成状況を
　　評価する項目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画



 2014年度研究・知財戦略機構　自己点検・評価報告書

第１０章　内部質保証

現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

（１）大学の諸活動について点検・評価を行い，結果を公表することで社会に対する説明責任を果しているか
a ◎自己点検・評価を定期的に実施し，

公表していること
　                      【約４００字】

　機構は，世界のトップユニバーシティを目指し，世界的水準の研究
を推進するため，重点領域を定めて研究拠点の育成を図り，研究の国
際化を推進するとともに，その研究成果を広く社会に還元することを
目的としている。今後も本学の研究を担う中心として,研究活動の活
性化を図り，研究成果の社会還元を進めていけるよう，機構会議を軸
としてPDCAサイクルを円滑に回し，自己点検・評価の内容について
ウェブサイト等で公表している【10-31-1】。
①　評価に関する委員会等の設置（名称，メンバー，年間開催回数）
・研究知財・戦略機構会議（福宮，飯田， 武田，小笠原，土屋，長
嶋，鎌田，勝，岸上,浅川，三木，松本，橋口，石橋，向井，山本，
伊藤，山田，林，廣政　年間10回）
・研究企画推進本部会議（土屋，若林，乾，今井，山田，守屋，外
池，竹中，中別府，阿部，塚原，金子，鍾，梅本，澁谷，山口　年間
19回）
・研究企画推進委員会研究支援事業等に係る専門部会（下坂，中別
府，外池，阿部，鍾，澁谷，塚原，土屋　年間2回）
②　評価報告書等の作成，公表
　　機構における活動内容，研究成果等については，本学のウェブサ
イトや研究年報のほか，各種刊行物等を通じて公開している【10-31-
2】。

 機構の様々な活動内
容について，ウェブサ
イト等で積極的に公表
している。さらに学内
外に周知していく方法
等が課題である。ま
た，組織の性格上，審
議機関が多く，手続が
煩雑となる部分があ
る。また，事案が多
く，会議ごとに十分な
議論ができない場合が
ある。

 各本部の会議体に権
限を委譲するなど，
より機動的に活動で
きる体制を整備す
る。また集中討議形
式等で議論をより深
めることが出来るよ
うにする。

 機構における活動等
については，学内外
への周知をさらに積
極的に行っていく。

10-31-1 自己点検・評
価報告書ウェブサイト
http://www.meiji.ac.
jp/koho/about/hyouka
/self/index.htm
10-31-2『明治大学の
研究－明治大学研究年
報2014－』

（２）内部質保証に関するシステムを整備しているか
倫理審査委員会を中心と
して，コンプライアンス
教育及び研究倫理教育の
実施を推進しているが，
受講管理の徹底を図り，
若手研究者を含む全学的
な研究不正防止体制を確
固たるものとしていくこ
とが不可欠である。
　内部質保証に関して，
学外者の意見を実質的に
取り入れよう工夫してい
く。

 10-31-3 社会連携ポリ
シー
10-31-4 知的財産ポリ
シー
10-31-5 利益相反ポリ
シー
10-31-6 研究者行動規範
10-31-7 研究費の適正管
理に関する規程
10-31-8 研究活動の不正
行為にかかわる通報処理
に関する規程
10-31-9 知的財産権等に
関する秘密情報取扱要領
10-31-10 機構のウェブ
サイト
http://www.meiji.ac.jp
/research/index.html

a ●内部質保証の方針と手続を明確にして
いること。
●内部質保証をつかさどる諸組織（評価
結果を改善）を整備していること
●自己点検・評価の結果が改革・改善に
つながっていること
●学外者の意見を取り入れていること
●　文部科学省や認証評価機関からの指
摘事項に対応していること
　　　　【８００字～１０００字程度】

①内部質保証の方針と手続きの明確化
　機構は，本学が世界的水準の研究を推進するため，研究の国際化を推
進するとともに，その成果を広く社会に還元することが目的であり，こ
れに沿った活動が担保されているか，達成度はどの程度であるかを分
析・検証している。機構における各研究機関、所属教員，公募等による
学内研究プロジェクト等の事業活動報告及び研究成果報告については，
規程等に基づいて当該年度の報告書を翌4月に提出してもらい，機構会議
のほか，この下に設置される委員会等で，内容が機構の方針に沿って実
施されているか検討・精査し，同結果については，機構長に報告のうえ
機構会議に報告する。
②内部質保証をつかさどる組織の整備
　機構全体を統括する機構会議のほか，特定課題研究ユニットや基盤研
究部門を統括する研究企画推進本部会議，知的資産センター及び研究成
果活用促進センターを傘下に，知的財産の創出・活用等について統括す
る研究活用知財本部会議等で評価・改善等について検討を進める体制を
整備している。
③自己点検・評価を改革・改善につなげるシステムの確立
　諸活動にかかわる評価，改善，改革等については，機構会議のほか，
この下に設置される研究企画推進本部会議，研究活用知財本部会議等の
審議機関で事案に応じて検討している。なお，機動的に運用していくた
めに，機構会議執行部会を設置して「研究・知財戦略機構自己点検・評
価委員会」の役割を担う体制を整えている。
④構成員のコンプライアンス（法令・モラルの遵守）意識の徹底
　関係ポリシー等及び校規として，「社会連携ポリシー」【10-31-3】，
「知的財産ポリシー」【10-31-4】，「利益相反ポリシー」【10-31-
5】，「研究者行動規範」【10-31-6】，「研究費の適正管理に関する規
程」【10-31-7】，「研究活動の不正行為にかかわる通報処理に関する規
程」【10-31-8】及び「知的財産権等に関する秘密情報取扱要領」【10-
31-9】を制定・公開している【10-31-10】。

 「研究機関における公
的研究費の管理・監査の
ガイドライン（実施基
準）」及び「研究活動に
おける不正行為への対応
等に関するガイドライ
ン」に当面対応すべく，
関連規程の一部改正及び
内規の制定を行うなど，
体制整備を進めてきた。
研究不正通報等の受付窓
口を外部の法律事務所に
設置するとともに防止計
画推進部署として研究倫
理オフィスを開設した。

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。

 ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画
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現状の説明 根拠資料

（当年度・次年度対応）
H列にあれば記述

（中長期的対応）
H列にあれば記述

Alt＋Enterで箇条書きに

点検・評価項目
 ◎…法令等の充足を評価する項目です。

 ●…学部等が掲げる方針や目標の
      達成状況を評価する項目です。

評価 発展計画

C列の点検・評価項目について、
必ず記述してください

効果が上がっている点
F列の現状から記述

改善を要する点
F列の現状から記述

「効果が上がっている点」
に対する発展計画

G列における伸張項目

「改善を要する点」に対する発展計画

（３）内部質保証システムを適切に機能させているか
a ●ＰＤＣＡサイクルを回すための，Ｃｈｅｃｋ

（点検・評価）およびＡｃｔｉｏｎ（改善）の具体
的内容・工夫

＜参考：以下の事項に関して，関連するも
のについて記述する＞
①組織・個人レベルでの自己点検・評価活
動の充実
②教育研究活動のデータベース化の推進
③学外者の意見の反映　など

①組織レベル・個人レベルでの自己点検・評価活動の充実
　各事業報告書及び年次報告書については，当該年度の活動内容とと
もに，研究活動の進捗状況（達成度），翌年度の研究計画等について
の記載を求めている。これら提出された報告書をもとに機構会議をは
じめとした各種委員会で検証・評価している。
②教育研究活動のデータベース化の推進
　専任教員データベースを構築し，これにOh-o!Meijiシステムを通じ
て研究者自身がアクセスして，常時データを更新することができる環
境を整備している【10-31-11】。このデータベースに蓄積されたデー
タは大学のウェブサイトやReaD&Researchmap（研究開発支援総合ディ
レクトリ）で公開されるほか，認証評価や各種の統計資料に利用され
ている。
③学外者の意見の反映
　大型研究等の審査や研究活動の不正行為にかかわる通報処理に当
たっては，学外の有識者を委員に加える規定を設けるなど学外者の意
見を反映する体制を整えている【10-31-8，10-31-12】。
④文部科学省及び認証評価機関等からの指摘事項の対応
　文部科学省や大学基準協会等からの指摘事項については，自己点
検・評価等を通じて対応するほか，内部・法定監査等の指摘事項にも
着実に対応を行っている。例えば監査による事務処理方法等の指摘事
項に対しては，機構会議で随時報告・検討し，改善策を提示してい
る。

 機構の諸活動の内容
については，大学の
ウェブサイトをはじめ
として様々な形で公開
するなど，透明性を確
保しており，学外から
の意見反映に対応する
体制は整ってきてい
る。また，情報公開・
説明責任という観点か
ら，教員の研究業績の
公開について2011年度
改善報告書の検討結果
として指摘を受けてい
たが，専任教員データ
ベースの整備を図り，
全専任・特任教員の9
割近い入力率を達成し
た。

　機構全体の活動に対
し，客観性をさらに担
保することが課題であ
る。
　社会的評価，特色，
活力等の検証について
は，外部資金の獲得状
況の推移を見て判断し
ているのが現状であ
り，特に，本学の特色
や活力面の検証を客観
的に行うことが課題で
ある。

 機構のウェブサイト
をさらに体系化し，自
己点検・評価について
検討しする委員会の内
規等も整備をすすめて
実質化していく。

 外部委員を含めた評
価委員会を設置する
などして，定期的に
第三者的評価を行
い，その内容を改善
に結び付けられるよ
うにする。

 機構全体の活動に対
しても，外部委員含
めて，客観性を担保
する仕組みを構築
し，定期的に第三者
的評価を行い，その
内容を改善に結び付
け，更なる研究活動
の発展を促進してい
く。

10-31-11 専任教員
データベース
http://rwdb2.mind.me
iji.ac.jp/scripts/we
bsearch/
10-31-12 私立大学戦
略的研究基盤形成支援
事業学内選考に関する
内規
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